
森林環境基金による
森林整備の支援制度について

~森林整備への支援~

繰り返し使用できる

耐久性のある森林作業道の整備を支援します。
間伐材搬出のため、

一時的に利用する林内作業路の作設を
支援します。

~路網整備への支援~

４ 森林整備促進路網整備事業

森林の公益的機能を
維持・増進させるため、

再造林や下刈りを支援します。
また、造林の低コスト化のため、

一貫作業システムによる
再造林を推進します。

２ 森林機能維持事業１ 森林機能向上事業

手入れが行き届かないために
公益的機能の低下が懸念される

森林の間伐および
既設作業路の改良を

支援します。

補助要件などは次ページへ

～次世代につなぐ森づくりの取り組み～

事業の概要

花粉発生源である、

スギ人工林から
花粉の少ないスギへの
植替えを推進します。

３ 花粉の少ない
森林づくり事業

５ 間伐材搬出支援事業



一貫作業システムにより行う

事業種目 補助対象者 補助対象森林 補助額 条件

間伐

林業事業体

（※1）

水源区域

または

機能の高い森林

(※2)で、手入れ

されず荒廃のお

それがある森林

標準事業費の

10/10以内

■３者(福島県、補助事業者、

森林所有者)で森林管理協定を

締結する必要があります。

■森林管理協定の締結後、１５

年以内に森林以外への用途への

転用等を行う場合は、補助金の

返還が必要となります。

既設作業路

の改良

500円/ｍ以内 ■上記間伐施行地へ到達するた
めの既設作業路の改良が補助対
象です。

事業種目 補助対象者 補助対象森林 補助額 条件

再造林

森林所有者、
森林組合、
森林経営計
画等の認定
を受けた者
等

水源区域

または

機能の高い森林

(※2)または

スギ人工林伐採

重点区域

標準経費の32%

以内

■森林環境保全直接支援事業（実

質補助率68%以内）と合わせて実

施します。

■植栽本数2,000本/ha以下

■スギ、ヒノキ、カラマツのコン

テナ苗の植栽に限ります。

（※6）

下刈り

標準経費の
22％以内
（特定機能回復
事業の場合は標
準経費の18％
以内）

■森林環境保全直接支援事業（実
質補助率68％以内）または特定機
能回復事業（林相転換特別対策
（実質補助率72％以内）と合わせ
て実施する、1～3回目の下刈りが
対象です。

つる切り等

保育

標準経費の
60％以内

■3回目の下刈りを終えた造林地
の下刈りやつる切り等の保育を支
援します。

１ 森林機能向上事業

２ 森林機能維持事業

灌木の
除去

間伐 既設作業路の改良



一貫作業システムにより行う

事業種目 補助対象者 補助対象森林 補助額 条件

一貫作業シス

テムによる

伐採・再造林

意欲と能力の
ある林業経営
者(※3)

水源区域

または

機能の高い森

林(※2)

定額270万/ha以内
または
実行経費の
いずれか低い額

■スギ、ヒノキ、カラマツ人
工林が対象です。
■ガイドライン(※4)に基づく
一貫作業システム（伐採再造
林）が補助対象です。

被害森林整備

(被害木の整理等)

森林所有者、
森林組合、森
林経営計画等
の認定を受け
た者等

民有林のうち

自然災害や林野

火災による被災

を受けた森林

標準単価
の10/10以内

国庫補助の対象外であること。

２ 森林機能維持事業

３ 花粉の少ない森林づくり事業
もり

事業種目 補助対象者 補助対象森林 補助額 条件

再造林

経営計画

策定型

森林所有者、
森林組合、森
林経営計画等
の認定を受け
た者等

スギ人工林

伐採重点区域

・人工造林
標準経費の
10/10以内

■植栽本数2,000本/ha以下
■花粉の少ないスギ（特定苗
木や少花粉スギなど）の植栽
が補助対象です。

再造林

協定締結型

森林組合、
特定非営利活
動法人、
民間事業者等

・人工造林、一貫作
業
標準経費の
10/10以内
※一貫作業のうち伐
採は、標準経費の
72％以内

■植栽本数2,000本/ha以下
■花粉の少ないスギ（特定苗
木や少花粉スギなど）の植栽
が補助対象です。
■自ら所有する森林ではなく、
地方公共団体及び森林所有者
と協定を締結する必要があり
ます。

再造林 一貫作業システムによる
伐採・再造林



３ 森林整備促進路網整備事業

事業種目 補助対象者 補助要件 補助額

森林作業道の開設

（幅員3.0m程度、繰り返し使

用できる耐久性のある作業道）

林業事業体
（※1）

森林経営計画等に基

づき、県森林環境基

金森林整備事業（間

伐等）と一体となっ

て行うもの

4,200円/m以内

（土工（伐開及び除根を

含む）のみの場合は

3,000円/ｍ以内）

事業種目 補助対象者 補助要件 補助額

林内作業路の整備

（幅員2.0m～3.0m程度、

一時的に利用する作業路）

森林組合、
林業事業体
(※１、5)
市町村等

間伐材の搬出

のための作業路整備

500円/m以内

４ 間伐材搬出支援事業

森林作業道の開設

搬出路の開設

※１ 森林整備業務指名競争入札参加有資格者のうち間伐業務に登録している林業事業体

※２ 森林環境基金森林整備事業の全体計画について（平成20年9月19日付け23森第1552号農林水産部長通知）に規定された「水源区域」あるいは、

地域森林計画において、水源かん養機能、または、山地災害防止機能を有する森林のいずれかに区分される森林のうち、特に機能が高い（機能Ⅰ）

と評価された森林。

※３ 福島県林業経営者に関する情報の登録・公表実施要領（平成30年7月12日制定）に基づく林業経営者

※４ 伐採者と造林者の連携等による伐採と再造林のガイドライン（平成31年3月28日制定）

※５ 認定林業事業体（林業労働力の確保の促進に関する法律の第５条第１項に
基づく改善計画について、福島県知事の認定を受けた事業体をいう。）及び森林整備業務指名競争入札参加有資格者（「森林整備業務の委託契約に
係る競争入札参加者の資格審査に関する要綱」(平成18年６月27日付け18森第611号)の第６条により知事の認定を受けた者をいう。）

※６ 保安林の指定施業要件において、植栽本数の定めがある場合はこの限りではない。



○お問い合わせ先

事務所名称 所在地 電話・FAX

県北農林事務所
（森林林業部林業課）

〒960-8670
福島市杉妻町２番16号福島県庁北庁舎５階

TEL 024(521)2632
FAX 024(521)2851

県中農林事務所
（森林林業部林業課）

〒963-8540
郡山市南一丁目94番地

TEL 024(935)1367
FAX 024(935)1337

県南農林事務所
（森林林業部林業課）

〒963-6123
東白川郡棚倉町大字関口字上志宝50番１号

TEL 0247(33)2123
FAX 0247(33)6949

会津農林事務所
（森林林業部林業課）

〒966-0901
喜多方市松山町鳥見山字下天神６番３号
喜多方合同庁舎３階

TEL 0241(24)5735
FAX 0241(24)5748

南会津農林事務所
（森林林業部林業課）

〒967-0004
南会津郡南会津町田島字根小屋甲4277番１号

TEL 0241(62)5373
FAX 0241(62)5387

相双農林事務所
（森林林業部林業課）

〒975-0031
南相馬市原町区錦町一丁目30番地

TEL 0244(26)4305
FAX 0244(26)1216

富岡林業指導所 〒979-1111
双葉郡富岡町小浜553番２号富岡合同庁舎２階

TEL 0240(23)6084
FAX 0240(25)8553

いわき農林事務所
（森林林業部林業課）

〒970-8026
いわき市平字梅本15番地いわき合同庁舎３階

TEL 0246(24)6194
FAX 0246(24)6179

○注意点

本事業は森林の機能向上、適正な維持管理を目的としていますので、
森林以外への転用を予定されている場合は、補助金の申請を行うことは
できません。
もし一定の期間内に転用することになった場合は、補助金を全額お返
しいただく場合があります。また、その転用手続きには相応の期間を要
します。

メモ

○一貫作業システムとは？

→「伐採と並行又は連続して地拵えや植栽を行うこと」

集
材
搬
出

伐
採

地
拵
え

植
付

作業経費

従来（別々の作業） 一貫作業システム

作業経費

コスト縮減

植
付

機
械
地
拵
え

集
材
搬
出

伐
採

・伐採・搬出後、一定の期間を置いた後に
地拵えを実施
・一般的に、地拵えや苗木運搬は人力で実施

・伐採・搬出に使用した林業機械を用いて
苗木運搬を行い、植栽まで行う

伐採と再造林の「一貫作業システム」は、地拵えから植栽までの工程を省力化することとなり、
全体として育林の作業コストを大きく縮減することが可能となり、森林所有者の負担軽減にも繋がります。
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